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け入れているのか、それから受け入れる方法に関して、どのような形で行われているのか、そしてこれは大学教育と少し関係しますが、成績評価は実際のところあるのか、誰がつけるのか。そして大学の教育というのは、一応どこの世界でもやはり理論教育がどちらかというと重点がありますが、そ との関係はど ように位置付けられているのかといったようなことを、それぞれ大体、各報告の中で出てきているとは思いますが、ここでもう一度確認しておきたいと思 ます。　
そしてそれとの対比で、日本におきましては、中央官庁のいわゆる霞ヶ関インターンシップがあり、そして自治体におきまし
ても、部分的な形ではインターンシップ ございます。この地方自治体においてのインターンシップに関しましては、 、私どもの四人が実際に地方自治体に出かけたり、或いはその他の調査方法によりま 聞き取りを行った結果を とめたものがございます。それによれば、少なくとも法科大学院と うものを真正面に それだけを単純に扱ったような形のインターンシップというのは少なくと 地方自治体では大々的には行われて ないと うの 我が国の実情です。ただ、部分的には行われているということもありますし、その点につき しては宮川先生からの 報告にもあった おりであります　
いずれにしましても、そのような日本のインターンシップが他の国とのインターンシップ、或いは実習、或いは修習、そうい
うものと比べてどのように位置付けられるべきも なのかということを考えてみたいと思います。　
あともう一つ、このインターンシップは、 ぞれの報告の中でも繰り返 説明 或いは言及がされましたように、職業訓練
















曹に対して提供しているわけです。そしてほと どの州において 法曹が、もしくは弁護士 継続的に法学の勉強をすること、そして免許を維持すると うことを義務付け い す 何 か レクチャーを聴いたり、認証を受けたプログラムに参加したりしなければいけません。その単位を取得 ることによってライセンスを維持するということです。　
そしてインターンシップ、エクスターンシップということに関してですが これの名称に関して 、宮川先生がおっしゃった






場合には、官庁もしくはＮＧＯや公益団体というようなところとなります。また、法律事務所の中にも いわゆるボランティアワーク、つまり十分なサービスを受けられない人のための無料のサービスを ることを許し るところが一部あります。ロースクールの中 法律事務所で営利の仕事をすることを許し 大学もありますが、私の大学ではそれは許していません　
受け入れ方法については、通常は、単純に、学生と雇用主がアレンジをいたしま 。申請書を出して、それを るかど
うかということになるわけです。雇用主の方では、無料で労働力 得るこ ができるので、人気があります。エクスターンシップ・フェアがとても人気があるのは、そのためです。政府の官庁やその他 雇用主がたくさんエクスターンシップ・フェアに来てくれて、エクスターンとして学生をリクルートしよう するわけです。　
単位に関しては、エクスターンシップそのものに 合格か不合格かという評点はつきません。ただ、エクスターンシップに
付随して行うセミナーに関し は単位 きま 私 セミナーを担当するときには、参加をしてい 学生に単位を与え例えばプロジェクト報告を書 たり、レポートを書いたりとか、ディスカッションに参加している様子を見て評価 るわけ す。もっとも私がエクスターンシップに関して合格か不合格かを決めるには、雇用主 レポートで 実際に与え れた責任を果たことが書かれていれば、それで足ります。　
セミナーが重要だということの理由 やはり教室との橋渡 となるからです。教員はなんらかの分野、私の場合は行政法を




するいろいろな問題について語り合えるようにしています。そういった状況ですと、機密保持をしたまま、情報漏洩を気にしないで、私と授業の中では話せないような話ができるということがあります。これぐらいにしておきま ょうか。ご質問に答えることが きて ればと思います。 」高橋
　「どうもありがとうございました。今のお話の中で、エクスターンシップ、インターンシップの言葉に関しては、また後
で宮川先生の方からもコメントいただくことにいたしまして、とりあえず先にドイツに関して、ディートリッヒ先生の方 ら、少しアメリカと 対比でお話いただければと思 ます。特に大学教育 実務修習との関連ですね。今のお話の中でありましたとおり、単に送り出す うのではなくて、大学でのセミナーとを結びつけることによって、大学の教育の一環という位置付けが非常に明確になされているの はな かな し、あともう一つは これは午前中のラバーズ先生のご報告の中にあった話ですが、大学のカリキュラム 中 、非常に多彩な行政実務を理解でき な科目を提供し いるということを紹介 いただきました。　
確かにドイツでも、それはいわゆる選択科目という中ではありうるという話は、ディートリッヒ先生もされたかと思いますが、
アメリカのセミナーほどの多様さがあるようには私はあまり思え かったので が、いかがでしょうか。それとまたもう一つは大学の段階で 実習を、大学 側、或いは大学 教育として一体どのよう 位置付けるべ なのか い あたり 、少し重点をおいてコメントい ければと思います。 」ディートリッヒ
　「先に二点、簡単なコメントをしておきたいと思います。先ず、今日一つ私が学んだこと、それは私達の国に





です。私が先ほどご報告しましたように、ドイツにはエクスターンシップの制度はいまは存在しませんが、インターンシップの方はございます。しかし、インターンシップは実はあまり上手く機能しておりません。それ 多くの学生は、近隣の法律事務所で少し楽しんでくるだけだということなのです。本当に真剣に捉えている学生は少ないという状況があるのです。先ほどラバーズ先生にお話 いただいたアメリカのモデルから学べることは、やはり成績をつけるべきだ ことです。もしエクスターンシップとかセミナーに成績をつ れば 学生ももう少し真剣に取り組むのではないかと、それがドイツの問題の解決法の一つになるのではないかと思って　
ひとつ私からの質問ですが、後ほど答えていただければと思います。それは、一体誰が成績をつけるのかということです。こ
ういった実務 研修について、エクスターンシップがその例だと思いますが、私たち 実務修習期間では、例えば省庁の監督官と法律事務所の弁護士の間 成績の付け方が違ってくるという問題が往々 して起こります。弁護士は修習生に対して甘い成績を付けるのに対して、裁判所で付ける成績は大変辛いのです。こ いっ ことが エクスターンシップ ドイツでも実施するにあたって問題になり得ると思っています。 」ラバーズ「成績ですけれども エクスターンシップのセミナー コースで私は成績をつけますが、再度確認しておきます。エクスターンシップの成績は合格か不合格だけ す。そ 場合に唯一参考になる は、監督者からの報告 つ りこの人が責任をきちんと全うしてくれましたと う手紙だけ す。なので アメリカにおいては 問題はありません。私たちは、単に監督者からの報告に基づくセミナーの成績 を与える す。 」高橋「ドイツにおいては、在学中の実習については、受け入れ側がきちんと実習に行きました い な証明 出す ず すね。アメリカのエクスターンシップの場合もそれと似たよう も かも れないですね。 」ラバーズ
　「そうですね。似たような感じだと思います。ただ、私の方で学生がこのエクスターンシップに真剣に取り組んでい





そこには、学生には実際 法律の仕事をやらせるという が含まれて るのです。コーヒーを持ってこさせるとかコピーをとらせるとかいったことではなくて、弁護士が実際に事務所で行うような仕事を学生に与えなければならないのです。 」高橋
　「結局これは、ドイツの場合には、大学の段階で行う実習が、実際のところは職業とはほとんど結びついていないという
ことが一つの原因としてはあり得ます。アメリカの場合には、エクスターンシップは、実際 ロースクール 終えた後 就職無関係ではないと言えると思いますが、それがドイツ 少なくとも大学の段階での実習はとりあえずそれと 切り離されている。実際に就職す のは第二次国家試験 終った後ということに りますので。そ の時間的な差というのも少しあるだろうと思 ます。 」佐伯
　「一つだけラバーズ先生に確認しておきたいと思いますが、私が聞いたのもアメリカン大学の話です。エクスターンシッ
プのような臨床法学教育についてもランキングが全米 出 が、私の記憶ではアメリカン は全米 第二位のランキングだったと思います。いま、話題になってい セミナーを実施していることがアメリカン大学の一つ 特徴になっているということですが、他のロースクールでは、ほとんどがこういうセミナーを持っているわけではないですね アメリカのロースクールでも、エクスターンシップ先に丸投げみた 形で、現場で実習しましたと うだけで済んでい 、そ いったロースク ルもたくさんあるというふうに理解してもよろしいでしょうか。 」ラバーズ
　「もちろん他のロースクールがどういう状況なのか私の方ではわかりません。私どものスクールが第二位というのは、









になりま ほど来の話が、全く同じレベルでできるということはないのは間違 ないのですが、実際のところ 行政官の養成過程の中にある実務修習において、一体法律学をどのような形で活かして るか、或 は逆に言うと 行政実務の学習を行政官の養成過程においては、法学教育課程の中に組み込んでいる か いうあ りを、先ずはお聞きしたいという思うのですが、よろしいでしょうか。浦中先生、或いは北村先生どちら もい の すが。 」浦中
　「それでは少し、先ほどご説明できませんでした法学教育における実務修習のことについて、少しそれに関連してご説明
したいと思います。先ほどから、 「ボローニャ宣言」 「ボローニャプログラム」と うもの お話が出て るのですが、フランスもそれに参加するようになりまして、二〇〇〇年以降 フランスのカリキュラム、大学における課程 大幅 変更になっております。　
日本で言う学部卒、つまり高校を卒業してから四年目というの フランスでは高校を卒業してから三年目となっております。





我々大学時代の友人、文学部 か法学部 その他の学部の人達といろいろ話をして る 、文学部卒業の方は成績のつけ方が非常に甘いと言います。法学部の先生の方は非常に厳しいと言 ます。どう うこ かと言う 法 出身者 、大体、多くの人達が公務員試験を目指す 或いは弁護士に 法曹に行きます。そうすると大学時代 成績はあまり関係ありません。資格試験、競争試験に受かれば自動的に職が得られる。しかし文学部では民間に行く人が多 ので、やはり大学時代の成績が重要になってくる で、大学の先生もそれを勘案して緩め 成績を ける。そういうよ な話を聞 たことがあ ま 。　
少し余談になりましたが、マスター・ドゥ 高校を卒業後五年目の課程は これも研究者コースと職業コースに分かれており
ます。研究者コースと言いますのは、将来博士論 を書く人が取るコー 、職業コースというのは、高校卒業後五年目で世 中に出て、民間に行 なり公務員試験を受けるなりという人達向けのコー というも です。そして、職業コースを取った 生には、インターンシップが義務付けられています。　
このインターンシップのことをフランスではスタージュと呼んでいます。法律系、或いは政治学系の方々は行政機関にも当然
インターンシップに行くのです その中でも国際機関とかＥＵの機関に行く人がフラン では結構 例えばユネスコであるとか、或いはヨーロッパ議会であ とか ヨーロッパ理事会、或 はそ 他ヨーロッパ連合の機関、そ いうところにインターンシップとして行くというケースが結構ありました。ほかにはＮＰＯ ＮＧＯ 言った方がい かと思 ますが、 私の知り合いで、ヨーロッパ法のマスタ ・ドゥ、マスターの二年目をやっていた方は、 「国境なき弁護士団」 組織にインターンシップに行っていました。 「国境なき医師団」 いうのは結構有名かと思 ますが のは
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「国境なき医師団」の弁護士版で、例えば、その私の知り合いがやっていたのは、一〇年以上前ですが、ベルギーの「国境なき弁護士団」というＮＧＯでルワンダの戦犯法廷に携わるというものでした。また、ある友人は、私が住んでいたフランス トゥールーズにある国際弁護士事務所でインターンシップをしていました。トゥールーズというのは人口四〇万人ぐらいのフランスで言う中規模程度の都市ですの 、そういう国際弁護士事務所と うのは確か二、三しかなかったと思いますが、彼は、ヨロッパ法、国際法をやって るということでした。　
大体インターンシップというのは三ヶ月やりまして、必ずレポートを出して、インターンシップ先の先生方にそのレポートを
見てもらう、それを提出するというのが、こ マスター・ドゥ、マスター 二年目の卒業要件となっておりまし 。　
もう一つは大学の方の授業で、インターンシップまたはエクスターンシップという、学生が外に出て実務をするという方法と
並んで、大学の方に外部の関係者の法律の専門家の方を呼ん 講義をしてもらうということはかなり頻繁にありました。例えばトゥールーズ市の弁護士の会長であるとか、そ 他若手の有能な弁護士に大学の講義に来ていただいて、講義をし もらう、或いは、これは法律系 方ではありませんが、 警察 社会」というマスターの二年目のコ スにフランスの軍需産業のセキュリティーの担当の方を呼んで授業をやってもらう いったも です。そ 中 産業スパイ 問題であ か、インターネット上問題などを学生の前で喋っていただくという講義 ありました。　
ということで、学生が外に出て行ってインターンシップをやるというのと同時に、やはり弁護士の先生やその他専門家が大学





と、これは法律の規定によりまして給与はもらえます。学生は、従って原則給与は貰えるのが一般的だということです。先ほどの報告で私はシアンスポの学生はあまり役所には行かない、公務員のところには研修に行かないという話を申し上げましたが、その理由はそれでして、役所はお金が 無いので学生に給料を充分払えないわけです。民間企業の方が高い給料が出るので学生はそちらを好む傾向があるというの シアンスポ 担当者の説明でした。以上です。 」高橋
　「はい。ありがとうございます。まだ日本に関しての話が全然出てきていないので、ここで宮川先生と岡本先生に少しご
発言いただきたいと思います。宮川先生は、エクスター シップにこれ でずっと携わってこられているわけです 、今のような話を受け 形で、日本で果たしてエクスターンシップというものを上手く機能させる めの条件というの 一体ど ようなものがあるのかということに関して その時期とか或 は受け入れ先 含めてですが、少しコメントいただ ればと思いま 。それとあと先ほど 葉の問題もありまし が、それもまたお願いし す。 」宮川
　「最初に言葉の問題として、私の説明で、受け入れ先から見たらインターンシップになるけれども、送り側から見たらエ
クスターンシップになると う基本的な考え方はラバーズ も同意してくださる で ないかなと思います。そう言 ま のも、イン は受け入れ側から お金を出す側から見ているわけで、そ 大学側としてはお金が出されればそれ与を得て仕事をしているわけですので、教育ではない いうことになりますから 大学側からすると単位にならない活動と うことになると思います。　
それから、日本でエクスターンシップが上手く実施されるためにはどのような条件があるかということですけれども、これは





た方が基本的に必要とされる法律の知識等々がついていますから、単に見学だけではなくて、実質的に実務の作業をまかせてもらえるということ なりますので、ど 時点でエクスターンシップに出すのかという実施の時期というのが、エクスターンシップの充実さを決定する重要な要素であろうと思います。 」高橋
　「ありがとうございます。ここで岡本先生の方から、実際に官庁で働いておられた経験ということも踏まえてお話いただ
きたいと思います。先ほど来、例えばフランスでは学部がもうすでに三年で一応終るという形のボローニャプロセスに合わせた形になってきて るけれども、三年では実際のとこ 例えば公務員の場合だった 少なく も上級職という形にはならないというような話でした。日本では、現状では、依然 し やはり多数派は学部卒 、国家公務員になるわけです。ただ、官庁の方からしてそれで他の国と比べて充分と考えておられるの しょうか。例えばフラ スではあともう二年勉強しないと充分ではないと考えられている。ただ、そうしたらその場合に そ 二年間に何の勉強をしてもらったら官庁の方 らしてみたら いのか。そこで同じよ に理論教育をしてい 何か意味があるのか。そうではなくて、や りそこ は実務教育 し 方がむしろ意味があると言えるのか、ど の ょうか。　
あともう一つ、先ほど来、例えばアメリカン大学のラバーズ先生の話にあった、非常に多様なセミナーを提供しているという
中には、おそらく行政実務の方が担当される科目も当然含まれていると思 ますが そういうこ 実際のところやれ 体制というのが日本の行政の方にはあ でしょ か　
さらに、これも大きな話ですが、エクスターンシップを実際に実施した場合 日本ではイ ターンシップと言われますが、そ
れを受け入れる体制が行政側にある かどう 。非常に大々的に、成績をきちんとつけるとかい 形で行った場合、問題は生じないでしょうか。霞ヶ関インターンシップは人数は大し 規模 はないですね。 れをもっ もっとたくさん 学生 受け容れ
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わゆる新卒の採用という全体像で言えば、お しゃった おりです。但し、理科系は別です。理科系の専門職、技術職、 れは結構大学院卒が多いです。 すけれども、いわゆる事務職 採用については、学部卒の方が法律職中心に多いというのはおっゃるとおりです。　
昨今、大学院卒からも人材を求めようということで、大学院卒の枠が増えて来ているし、今日お話しのロースクール生という
のは正にその一つだと思いますが、現状 申しますとどちらかと言うと、宮川先生のレジュメやお話にもありましたが、私 これまで対応した範囲内では志望学生はロースクール生よりは遥かに公共政策大学院の院生の方がほとんどで むしろそれができて以降、本当は学部の四年生で就職を決めるはずが、行きたかった役所に内定がもらえなか たので、どちらかと うと のまま公共政策大学院、いわゆる行政大学院に行って、また再挑戦するというのが実 としては相当数あると思います。　
採用側、或いは役所の側からの視点で見ますと、結局霞ヶ関でやっている仕事を大きくまとめてしまえば、政策を企画立案し、
そのための立法措置を講ずる。もちろん国会を通すわけ 、それは政治家が担う けですが、いわゆる議院内閣制の下で大半は内閣立法です。従っ 、そ 法案を作 いうのが大きな仕事で それと共にそ 政策を進めるためのインセンティブ措置としての補助金等の予算、それから税制、或 は公的金融と った施策を 等から獲得してく 、それをいわゆる政治プロセス、すなわち与党と 調整を含め 付けた上で前に進めていく う 主な中央官庁の役回り す。もちろん執行機関をもっ
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いる役所は執行部門でも法律専門家を採用していますが、大きく中央官庁の本社機能、ヘッドクォーターのところで言えば、そういう機能に集約されるという目から見ると、新卒採用ということで言うと、仮にロースクールで二～三年法律的知識を更に学んでこられて、司法試験にも合格されたとしても それだけで直ちに立法ができるかと言うと そう はないと思います。そういうコースがロースクールの側で用意 て、その内容も充実してくれば、且つ、それが学部学生と比べて有意に差があるとなると、また状況 違ってくると思いますが、そうでない なかなかロースクール生と学部生 差が明らかにあるとは見なせないのではな かと個人的には思います。　
ただ逆に言うと、執行機関を中心に本当の意味での法律専門家が必要な実態も実は一方で生じていまして、例えば私の経験で
も、国税局 、これはいわゆる任期付公務員ということで、別途 法律があり いわゆる弁護士といった資格の必要な方々を五年を限度に雇うという とがあります。こ らの場合は 訴訟手続そのものではなく、ご存知の おりそれは法務省が直接やっていますが、例えば、その準備作業も含めた事務とか、或いは行政訴訟の起こる法的リスクを低減する観点からのチェックとか、そう うことを担っています。そ したことは役所を見ても、もちろん執行を市町村に降ろしてい ところは国の問題ではなく、市町村自治体 問題になり が、それ以外に、実際に国 執行機関を抱えてやっているところは、そ いう問題が傾向としては増える方向にあると思います。　
それから、インターンシップの受け入れ側のマンパワー的な体制というお話がありましたが、中央省庁の例で申し上げますと、














レベルから入 て、数年かけ キャリアを上がって行くわけですが、最初から上級職 就くわけではありません。　
最後にもう一つだけ、こ は岡本先生に向けたコメントですが、岡本先生のご意見では、今の時点ではロースクールの卒業生




ルで学ばれて修了されているからには法律分野における学力の差は、修了していない場合に比べてあると思います。あると思いますが、申し上げたかったのは、いわゆる省庁の側の採用の論理と申しますか、欲しい人材という目で見た場合には、欲しい人材に求める能力は、必ずしも法律的な知識とか、法的な解釈力だけではなくて、む ろコミュニケーション能力から始 る法律的な素養以外 あり、それから法的分野について言えばむしろ立法的な作業ができる どうかと う ころだということです。ですから、そのためのロースクールのプログラムが提供・充実されるとかいうことになってくると、また状況は違ってくる 思います。 」ディートリッヒ
　「宮川先生に一つ短い質問です。エクスターンシップについて、日本のお話をしてくださいましたが、日本に
おきまして、ロースクールを終えてから司法 習 期間がありますね。日本では一年間だと思いますが、ドイツでは二年間です。エクスターンシップでは くて、こういったドイツのモデルのような実務修習を日本でそれをすることが解決策になりますか。 」宮川
　「従来の制度では、司法試験に合格した後、司法修習は二年間だったのです。そして九〇年代の半ばぐらいになってから
それを一年半に減ら そして法科大学院 きてから一年にした です。その理由は法科大学院は法学部のような理論を教えるだけではなくて、実務教育も べきである、プロフェッショナルスクールで ければいけ いというこ で、ロースクールの三年間の中に何らかの形で実務的な教育をする で、司法修習は従来 ような二年とか、或 一年半では くて 一年でいいだろうという考え方 のです。 」ディートリッヒ「でも司法修習 研修所がありますね。こ 研修所というのがやはり法律専門家へ 門番と て機能しているわけですね。一年間でも必要 、研修所が受け入れることが き 学生数が限ら ているが め 司法試験の合格者数を制限していると私は認識していますが。 」宮川
　「法科大学院で実務教育を充実すべきであるという考え方をとっているもの、およびロースクールの修了者がもっと司法
試験に合格するという形にすべきであるという立場をとっ い ものは 司法修習という制度は基本 に廃止されるべきであるというふうに考えています そして、従来、制度の元々か 司法修習というものは裁判官になるトレーニングというものが中心
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えると思 。法曹として政府で働く いうこ に関しても、ここで比較されている他の国に比べて比較的易しいのではないかと思います。　
政府で法曹として採用されるために求められる資格として挙げるとす ば 先ず州の司法試験に合格しなければなりません。
あるどこ の州での司法試験に合格を なければならな のです。しかし、その司法試験に合格す 前に職を得ることも可能です。採用されてから一八カ月間以内に司法試験に合格すればよいということで 一回か二回は試験に合格しなく も大丈夫なのです。　
では、法曹として に採用されるにはどうすればいいのでしょうか。連邦政府にも様々なポジションがあります。職によっ







ための職で 、特別な資格が必要になります。七年間の弁護士としての経験が必要で、さらに試験に合格しなければなりません。行政法審判官になるための任用システム ありますが、非常に複雑なも です。応募には参照付のとても長い応募書類を提出しなければなりませんし、更 面接を経て筆記の試験も設けられています。しかしこれは行政法審判官 み ついて す。　
公共サービスにおける通常の法曹に関しま 試験はありません。ポジションに空きが出た場合に、弁護士がやってきて
応募して、その場で合意が成り立てば雇用することも きます。 ちろん、そのよう 形 採用 決 るということはあまりありません。通常は、行政機関はオープンな競争を行おう 考え ポストに対する公募をかけて、応募を受け取り、審査を始めてリストを絞り込んでいって、五人程度 人を選んで、その中から一人を採用すると うようなことになり エントリーレベルのポジションではこ ような形で決まっ い わけ す。上級のポジション 空きますと、その場合 、別の官庁から人を採用するということも多くあります。このよう 採用のプロセス いう は非常に柔軟性があるものです。そして、この法曹の役割という は、報告で申し上げましたように、例え アドバイスをすることから、裁定をするこ や、またルールをつくったり、 事、雇用 平等確保、差別の申し立 情報公開と った一般的な行政的、内部的な仕事を こ ま 多岐 たります。　
アメリカにおいては、弁護士は様々なことを行います。直近の三人 大統領は弁護士の資格を持った人でした ヒラリー・ク













る成績によります。国家試験の成績次第で公務員になれるかどうかと うこと 決まってくる 点数 素晴らしくなければ公務員 はなれません。修習生 うちのおおよそ上位一〇％のみが公務員になり得 。従って、要求されるレベ は大変高く、ドイツの行政に入ってくる法曹は、すべてのケースとは言えないま も、おし べて優秀だと う とができ でしょう。　
また、試験の内容ということですが、これはアメリカの状況とは少し異なって ると思います。また、日本のロースクールの









を卒業した人から競争試験で外部採用し もう一つ 内部採用というも もありまして、もう でに何らかの形で公務員になっている人達が、例えば職団、職群を変えるために内部で新しく されることが す。　
少し外部採用について、特に公務員試験のことについてお話しした と思います。この外部採用ですが、国家公務員の方は、
私もよく分からないので、フランスの地方公務員 ことについてお話し たいのですが、報告で様々なカテゴリーがあるという話をしました。カテゴリーＡ カテゴリーＢ カテゴリーＣという分類 す。カテゴリーＡとカテゴリーＢというのがフランスの、特に大学を出た人達が受けるもので、カテゴリーＢは高卒だ 言 ましたが、やはりカテゴリーＡという枠は 競争 非常に厳しいですので、カテゴリーＢにレベルを落として受けている方々も ます。　
先ほどの報告でお話ししましたが、法律職ではなく行政職の方もやはり法律的な知識を持った人達が受けます。それに関して
何らかの制限があるのか すが、例えば弁護士であれば、必ず法学 の卒業 いう のが要件となっていますが、公務員試験の場合にはそれがありません。　
ただ、公務員試験の内容を見てみますと、先ず論述と口述がありまして、論述の中では文化一般というも に関して論述しま






















修了生の就職 のは一種のインハウスローヤーという捉え方が きるのではないかと思います。通常、インハウスローヤーというのは企業の中 、企業に雇用されつつ弁護士としての資格を持って企業の法務の需要に応える人達のことをローヤーというふうに言 ますけれども、 のインハウスローヤーの雇用についても、先ほど岡本先生がおっしゃったような、やはりミスマッチがあるんですね。すなわち 司法試験に合格したから いって、 ぐに企業がその司法試験合格者を使える人材として雇うわけではなくて、一定の実務経験を積んで、企業がどのような法務に対 ての需要を持っている か、そ てその企業の法務の需要にきちんと応えられるような だ人を企業はインハウスローヤーとして求めて るわけですから、官庁についても 司法試験に合格し 修習 終わってすぐの人ではなくて、やはり公共部門の仕事 関心を持つ法科大学院修了生で、或いは司法試験 合格してい 人達 公共部門 仕事に関心がある であれば、それに応じた経験 四、五年積むことによって官庁 中に求められる人材 し 法律家として入っていくというこ が必要 ではないか 思いました。　
そして、他の分野のトレーニングを受けた人達との競争という点ですけれども、ちょうど先週の土曜日に早稲田でエクスター










れぞれの報告についてご質問等があればしていただければと思 ますが、いかが しょ 。では、ラバーズ先生、お願 します。 」ラバーズ
　「いくつか、言い漏らしたことがありますので、付け足します。先ず一つは、宮川先生がおっしゃったことですが、
アメリカにおきましてはロースクール 生というのは、実は公共部門にお て仕事が欲し と思っている です。政府で仕事がしたいと思って、ロースクールに行くのです。これは、日本と違 ころ すね。　
もう一つ言いたかったのは、ドイツと、それからフランスとの違いです。ドイツ・フランスにおきましては、門番的なものが







もかなりの人数 す。その中から更に選ばれるわけですから、例えば教授の推薦状というのも重要ですし、単に成績だけが考慮されるわけではありません。ドイツのシステムは、かなり成績重視であることは確かです。それがアメリカとドイツの差であることに違いは いと思い が、それ以外の資格ももちろん考慮されるという を付け加えておきたいと思います。 」ラバーズ
　「どのロースクールに行ったかということもまた重要だということを付け加えておきます。これは日本と同じです。
例えば、ハーバードとかイェールの卒業生 方が、あまりランクが高くないロースクールの卒業生よりも、仕事を得易 いうことは言えるでしょう。 」ディートリッヒ
　「ドイツとアメリカ、日本の間の大きな違いは、ドイツには法学部に入るためのテストがないということです。
ドイツの大学には誰でも入ることができます。例えば フライブルク大学であれ、或いはチュービンゲン大学であれ、こ らは非常に有名な ですが どこ 行きたいか 自分 決めること でき す。私は、ボーフム大学を選びました。また大学は無料です。大学に入るための試験 ありません。そこが非常に大きな違いだと思います。 」ラバーズ
　「その点は非常に大きな違いだと思います。アメリカには統一テストがあって、それに合格しなければロースクール




に入学試験がないというお話をされたんですが、実はフランス 試験がなくて、高校を卒業す と同時に大学に登録す ば大学
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に入れます。ただ入った後、大変だということなのです。大学に入って、一年目、二年目、三年目に、ものすごい試験を課せられて、段々と落されていきます。もう一年目から専門的な法律の勉強、科目が課せられてくるのです。と同時に授業料がもうほとんどただのような値段で、大体一万五〇〇〇円、二万円ぐらいで一年間学べるということなのです。ただ、北村先生のご報告にありまし が、弁護士になるためには 各地域圏の弁護士養成学校に入って 修習を受けなければなりません。この弁護士養成学校に入るため は、大学 あ 司法教育研究所というと ろで試験に通らなければならないのです。こ 司法教育研究所に登録するの 大体二〇万円ぐらい必要 す。つまり、フランスの学部 は一万円、二万円ぐらいで い授業料が 更に二〇万円かかるということです。フランス うのは一八歳になったら親が子どもを追い出すという そう うようなこと 言われているぐらい、結構シビアなところですので、やはりその中で二〇万円の負担という はかなり大きいということで 経済的な理由で弁護士を諦めるというような方もいるということ 確かで やはり日本 かアメリカのロースクールの値段に比べ 、二〇万というのは微々たるも か 思いますが フランスの学生 とって 少し になる場合があ ます。 点 も違いというのが出てく かと思いま 。学部 はほとんどただのような値段なのですが、ロースクールと うも に入ろうと ことになるとお金がかか というこ を、一つ挙げておきたい 思います。 」佐藤
　「それに関して私の方からなんですが、ドイツでは大学教育はこれまでずっと無償だったわけですが、最近になって、州
によって異なります 、授業料のようなものを取るようになっ ふうに聞いております。ただ、それ 非常 安 ものだという話を聞いておりますけれども、どの程度 金額 のでしょうか。 」ディートリッヒ
　「おっしゃるとおりです。ドイツにおいては大学における教育は、他の国と比べてそれほど高価なものではあ










から、官庁の側では法科大学院卒の人に対して、法科大学院だから身に付けた能力という を、実を言 と現状ではあまり重視してきていないんだというよう 話がありました。例えば公共政策系の応募者と比べた れはコミュニケーション能力という点で見劣りがするというよ ことが、先週 早稲田 シンポジウムで人事院の方が指摘されていました。その き 、そのコミュニケーション能力 のは一体どこで身に付けられるのか いう話になっていっ わけですが、日本では もそも、小学校以来できていないのではな かというような話 展開になったわけです。　
それで、先ほどドイツの場合には、大学の入学試験はないんだという話もありましたが、実際のところはアビトゥーアで良い




ればなりません。それから州によっても違いがあります。例えばハンブルクの高校では良い成績を取りやすいけれども、バイエルンやバーデンヴュルテンベルクでは良い成績を取るのが非常に難しいといった状況があります。そして、大学に入りたいということであれば、この成績が非常に大きく物を言います。例えば、成績がＡであ 場合、よい大きな大学に入ることができますが、成績がＣであった場合、学業を始めるまでに何年か待たなければなりません。一見すると、少し日本のシステムやアメリカのシステム 違って見えるかもしれませんが、しかしよく見てみますと似ているところもあるのです。例えば、日本の場合、入学試験があって、試験に失敗すると一年待って、もう一度受けるわけで ね その意味 、ドイツ 状況と似たところがあように思いま 。 」ラバーズ
　「アメリカでは良い大学に入るためには、やはり高校の成績が良くなければいけません。また、ＳＡＴという、全て
の高校生が大学に入るために受けるテストで良い を収めなければいけません。さらに、課外活動にも関心を持っている必要があります。例えばスポーツ 得意である、音楽・芸術が得意であるというようなことも た大学 入 時に役に立ちます。例えばスポーツとか何かの活動が得意であれば、奨学金を受けることもでき 授業料を賄うこともできるわけです。それが大学に入る場合の話です。　
確かに、我々の教育制度というのはコミュニケーションを上手く進めるようになっていると思います。というのも、どのレベ
ルにおいても、やはりクラスでの議論をベ スにし 成績が付けられ からです。ロースクールにお 弁護や法廷弁論や臨床プログラムがあります。これらすべてで議論 必要となってくるわけです。また、教え方 アメリカでは違っています。レクチャーベースと うことだけではありません 、最初の一年はソクラテス・メソッド 使 い の 、クラスの中 もたくさんの議論がなされます。 れも違いということになるかもしれません。　
もう一つ、アメリカでは、日本や他 国と違って、ミリタリースクールのほかには、国立大学というのはな のです。州立大





の学生の方がコミュニケーション能力に劣るという印象を持っているとおっしゃったんですが、その原因の一つは、法科大学院生はあまり中央官庁の方の就職を第一というふうには考えてなくて、そもそもモチベーションが低くてあまり発言をしないという要素が るのではない なと思います。それを示す客観的な資料があります。すなわち、法科大学院生のコミュニケーション能力は決して低い くて、むしろ高いという調査結果 早稲田大学の臨床法学教育研究所の調査で明らかになっています。その調査結果を日弁連 『自由と正義』と う月刊誌の今年の三月号に発表し い　
それはどういう調査かと言いますと、新しい司法修習制度で、毎年大体二〇〇〇名ぐらいが修習を受けますので、司法修習生









ペーパーテストではなしに、且つ人事院が統一でやる採用面接、すなわち人物試験とは別に、採用は各省の大臣が採用決定権限を持っておりますの 各省が独自に面接試験をやっています。その比重 事 上非常に重いと思います。そ 過程で我々は何を見ているかというと、いろいろな要素を見るのですが、いわゆるペーパーテストで測れないもの て、先ほど ようなコミュニケーション能力などが入って ます。　
ただそれは一番重要かというと、必ずしもそうでは く、私も何度か採用の面接を手伝っておりますし、財務局についてはそ
ういうポジションにもおりましたけれども、やはり見るのは、 のほか、人柄・性格、それからチームで仕事をやることが多いので、コミ 力は重視をしますし やはり何より公務に対する問題意識と言いましょうか、志の強さ、高さ そういうものも見ます。体力もないとなか か続かな ので その辺 もチェックを致します。そういう点は実際の採用という面で言 と、相当な比重があると思 ます。 」佐藤
　「どうもありがとうございます。少し時間が押して参りましたが、第二のテーマの方に入りたいと思います。公的部門に
おける公務員の研修ということですが、これについては、ドイツ連邦行政大学で教鞭を取られ るディ トリッヒ先生に特にお願いしたいと思います。 」ディートリッヒ
　「はい。先ず、研修組織についてお話をしたいのですが、ドイツにおきましては、公務員の研修ということに









のは、連邦政府の公務員には存在しません。人事院があり さらに法学教育機関と呼ばれるところがありますが、ワシントンＤＣにあるわけではありません。これらは定期的に研修コース 施していますが、それぞれ 省庁 方で研修を提供したり、もしくは外部の大学 すとか、民間の研修コースに委託 る こともあります。そ は予算をその省庁が持ってい かどうかということ かかっています。残念 がら、今、議会の状況から、政府の財政も圧迫を受け いて、予算を削減しなければならない なった時に、最も先に切られ のが研修 プログラムだったり わけです。ちょっと れは目先にとらわれた見方だ は思いますが、今はそういった公務員に対する は まり充実していな と言わざるを得ません 」佐藤
　「他の先生は、よろしいでしょうか。そうしましたら、最後のテーマになりますが、公的部門における法曹ま は法律職





機能があるかと言うと、例えば省庁の長に対して助言をするとか、規則を作成するとか、裁定を行うとか、司法省におきましては、実際、政府を法廷で代理すると うようなこ もありま 。他の省でもそう ったこと あります。 いうことで、本当に省庁の業務のいろいろなこと、全部をやると言ってもいいかもしれません。大体 の辺りは話をしたと思います。　
人事交流ということに関してですが、人事交流は時々はあります。他の省庁に誰かを短期間派遣するというような可能性は、




た。その職団の中に司法官の職団があるとい お話を たしました これもま 午前の発表で、国立行刑学校 つまり刑務官、或いは刑務所長の方々を養成す 、或 はそこで研修を受けさせる学校があ のですが、そ の所長は、実は司法官の職団から代々選ばれています。法曹の人達 いう 、法務省の管轄 ある刑務所のトップに就いていると うわけで　
もう一つ面白い話がありまして、フランスにはジャンダルムリ、これは憲兵隊と訳している訳もありますが、軍と警察のハイ
ブリッド、準軍事警察的な団体というか組織があって フランス 農村部で警察権を行使して ます。 れ トップというのは実は制服組ではなくて、司法官の職団の人達 代々占め いました 近年少しそれが崩れまして、ジャンダルムリ憲兵隊の生え
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抜きの将軍がジャンダルムリのトップになったことがありますが、代々は司法官の職団の人がトップに付いていました。なぜかと言いますと、やはり文民ということですね。このジャンダルムリというの 、今は様々な主権限が内務省の方に移ったのですが、もともとは国防省の組織だったのです。ですから、司法官というのは文民であり 曹 トップでありますので、法的な知識もあり 或いは行政的なこともできるということ 、司法官の職団から代々選ばれていたということなのです。　
そうすると、先ほども法科万能というお話をしましたが、法律を学んだ人達というのはやはり公的部門においては非常に多岐




うことについて、ちょうど企業の中で法律家が役割を果たすよ なインハウスローヤーというような視点で自分達 教育を捉えるということが必要になるのではないかなというふうに思いま 。　
そして、先ほど岡本先生がおっしゃいましたように、法科大学院のカリキュラムの内容と中央官庁の方で求めている人材の能
力についての若干のミスマッチがあるということにつ て 、例えば早稲田大学は、学生の一学年の定員も多くて、科目 して提供している種類も多いですので 立法学 よう 分類できる科目も一応はありますし、或 は通常の科目でも、実定法の科目につい も、新し 法分野では知的財産権について、ただ訴訟の問題 扱う こ ではなくて、知的財産 の在 方を検討すると う授業内容で政策を踏まえた 立案を検討する うような科目も法科大学院として用意ができているところもあるのではな かなと思います。受け入れ側の視点 岡本 の方 ら補足をいただければ。 」岡本
　「受け入れ側の視点ということで、私も冒頭申しましたように、全てを知りませんので、自分が知っている、特に財務省、







政訴訟リスクに備えるためにその能力を活用させてもら 前提で雇用している 来 頂いているということはありますし、それはむしろ増える傾向です。　
私が属している役所の所掌分野以外の他官庁でも、それは分野によって相当違うとは思いますが 基本的には、規制緩和を









治体の構造は州によって異 っています。州の憲法や州の法律に基づ て、各市、タウン、郡の権限は、それぞれの州において決められています。ほとんどの市、或 は郡や小さなタウンであった しても 弁護士を雇っていること 確かだと思います。どこから彼らを雇っているかと申しますと、私のスクールの場合には学生をエ スターンとしてワシントンＤＣの周りにある郡に送っていることもあります。メリーランドですとかモンゴメリー郡 すとか、私が住んでいるところですが、そういった ころにもやはり州法務官事務所があって、刑事訴追に携わっています。そして、そこでは私のスクールの卒業生を雇ったり エクスターンを雇 たりしています。ア 全土 ほとんどの小さなタウンでも、ロースクール卒業者を雇っ いると思います。おそらくは自分の州のロースクール卒業生を雇 いるの しょう 例えば、オハイオ州であれば、オハイオ 司法試験に合格した法曹を雇うでしょう。これはごく普通のことだ 思 。 」佐藤
　「そうしましたら、フロアの方から質問等を受け付けたいと思っております。何か質問等ございますでしょうか。はい、
福岡大学法学部の折登美紀先生の方 質問が ると うこ ですので、 ろしくお願いいた ま 。 」折登
　「福岡大学法学部の折登と申します。第二部のお話 伺っていて思ったことがあります。特にドイツ、日本、それからア
メリカ、それぞれ公的 門に法曹の経験者を採用するシステムというか、どういう人を求めているかという が随分と違うような印象を持ちました。そこで、先ほど 第二部 （
2）のところで、公的部門における公務員の研修ということで、ドイツはも





が、例えばフランス語であるとかドイツ語であるとか英語での交渉力とかですね、やはり立法の企画立案だけではなくて、様々なグローバル社会 中でいろいろな能力が求められていると思う ですが、それは実際どういった研修というのをされているのか。この辺について教えていただければと思います。よろしくお願いしま 。 」ディートリッヒ
　「ご質問ありがとうございました。おっしゃるとおりです。ドイツではそういった問題があります。採用試験
を通って、そして例えば行政で職を得 としても、それだけ 満足をしてしまうかもしれません。しかし仕事によっては、他の知識であると 、他 資格、例えば、語学であったり ういったものが求められる場合もありま 公務員としてこういった知識を得るためにどうすればいいのか。例えば、外交官になりた と考えた場合、やはり語学 必要ということになりますが、公務員がどうやってそのようなスキルを身に付ければい の しょ か。公務員には オンザジョブで学べる特別なコースが用意されています。しかし、ドイツではこれは問題でもある です。 い のは、こう ったコースに参加するためには時間もかかりますし、また仕事 し いるわけ すから、上司が『そんなことを て ない 仕事 ろ』と言うか しれ せん。従って、キャリアを持とうと思っても 新しい知識を得るということは非常に難 ので 以外の時間を使って 職務時間の後に勉強しなければならないというこ もある しょう。これ ドイツが今直面 る問題であると言え す。 」佐藤
　「若干補足させていただきたいと思います。ドイツでは折登先生からの質問に関して、二〇〇二年の改革によって、学生




















大は、あまり余地がな という印象をどうしても持ってし います。ではそれをどうするのか。そういうところにもオープニングをつくるためにはどうしたら いかということを、宮川先生、岡本先生に伺いたいと思います。ここでは、両側の歩み寄りが必要と思います。　
まず、官庁側のキャリアパスについては 法曹資格を持っている人でないと務まらないなとい ようなキャリアパスをつくる
可能性があるのでしょうか。あるとしたら、ど いうよ な ころになるのでしょうか。現状で間に合っているわけ すけれども、それをもっと高度なものにする めには、法曹資格があった人にやってもらった方がいいと う、そ うキャリアパスが構想し得るかというのが一 で　
もう一つは、法科大学院側でそういった公機関で役に立つような人をつくるためには、現在の法科大学院の教育をど 変えて
いったらいいのでしょうか。それ 、公共政策大学院 あまりかぶら 範囲で、どのようなカリキュラムの変更が考えられるかと うこと、これを宮川先生にお伺いできればと思います。最初の質問は岡本先生でお願いできればと思 ます。 」佐藤
　「では、職域の拡大の問題について、よろしいでしょうか。 」
岡本
　「ご質問ありがとうございます。職域拡大の大前提と ての問題として、ご存じかもしれませんが、公務員 今 定員が
削減されようとしています。つい数年前までは五％定員純減をやってきま し、民主党政権では二割削減と言 ています こんな状況で、ロースクール生も含めてどうやって増やすんだというのが先ず私が申 上げたいこと す。そう 意味では、そもそも土台が厳しいということで そ 上で申し上げ 、先ほども申しましたように ニーズはなく ありません。ただ、
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して困難なことについてのディマンディングな要望があったと思っ り 法科大学院はどこも、先ず司法試験の合格者数を増やし、合格率を増やそうとしていま ので、公共部門に人材を提供 ると うことを同じようなウエイトで考えてい 、司法試験の合格者を増やすと ことにも手が回らなくなりますの 、なかなか難し 問題だ いうふうに思います。 科大学院という制度が出来上がったこ につ ての一つのメリットというのは や り大学が実務の環境 ことを踏 えて教育研究を進めていかなければいけ いというこ を身にしみて思って るというこ だろ と思 ます。そう 点からし と公共部門への人材の提供ということに直接は結び付かな んですけれども、先ほどの研修制度を充実させる 観点からしすと、公共部門におられる方への研修プログラムを法科大学院、或いは大学と う環境 中 提供するというこ ができるのではないかなと思っています。これも早稲田大学で少しずつ取り組んでおりまして、臨床法学教育研究所では裁判所の調停委員に対しての研修プログラム を ろうとして るんですね。それは 法科大学院が形成 てき リーガル・コミュニケーシ
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民間の会社のインハウスカウンセルですね。これに対するニーズに対応するものが公的部門にあるのか、な か。もしあるのだったら、それをもっと開発する方向というのが法科大学院サイドでも、それから公機関サイドでも考えられ かといった線なのです。そ 方面で し何かアイデアがあれば、今 も後でも結構で の 、教えていただければと思います。 」ラバーズ
　「良いアイデアかどうか分かりませんが、一つアイディアがあります。政府機関における一つのキャリアパスとして、
何らかの行政聴聞のような仕事をすると こと 考えら ないでしょうか。例えば 公共取引委員会ですとか、社会保障の領域においては、何らか 形 行政聴聞を必要と 行政紛争があります。そ った場合に 行政聴聞官としてロースクールの卒業生達を活用することができるのではないでしょ か。行政聴聞官は、日本にお て将来、ロースクール卒業生に って 成長分野の一つとし 考えられないも でしょうか。聴聞におきまし は もちろん、当事者側を代表 る法曹も必要になる しょう。 」佐藤
　「森際先生、よろしいでしょうか。そうしましたら、次に、本日、基調報告をなさってくださった四名の先生方から、簡






最も驚いたのはアメリカの制度が他の三国の制度と相当違うという点でした。ある意味で、アメリカの制度はあまり規制されていないと言えます。法学教育についても公共部門における雇用につ ても、ま 、公共分野における法曹 雇用についても、アメリカの仕組みは他 三国と比べてあまり規制されていません。どちらかと言うと、ある種の市場のメカニズム或い 自由競争のアプローチに沿っていると言ってもいいかもしれません。アメリカの場合は、他の三国とは違って多くの学生がロースクールに入ることを許可しています。大学を卒業して れば、ロースクールに入りたいと思えば、ほ んど誰でもどこかのロースクールが受け入れてくれるでしょう。カリキュラム して 、あ り決められたも がありません。単に司法試験が一回あるだけで、あとは法曹として政府の官庁、もしくは法律事務所、もしくはそれ以外の雇用主によって雇われることが可能になるわ です。　
ということは、一つ心配な点があることになります。それは私たちのアメリカの法曹は、高いハードルが設定されている他の
三国の法曹ほど能力が高くないかも れな というこ です。　
ロースクールの卒業生であっても、全く法律に関わらない仕事に就く者もいます。また、ロースクールの卒業生達のかなりの
人が全く法律関係の仕事に就かなかったり、就いたとしても、全く法廷での訴訟に関わらなかっ りしますので、日本の弁護士とは相当に異なります。これらの人は、法律に関係する他の仕事を行って ます。法学教育 成果を他の道で使っ い わけです。　
そして、それは日本の法学教育改革の希望でもありました。ロースクールの卒業生が日本の企業において 律の専門知識を


















ます。一つは大学という学術環境で実務家を育てるという、一見矛盾する課題を法科大学院は抱えているということについて、どのような答を出すのか、出すべきかということをずっ 考えている けです。アメリカでもロースクールとい のは決して順調に成長してきたわけで なくて、アメリカの大学に最初に設置されたロースクールといわれるハーバード・ロースクールも、当初は学生集めに苦労した。そして、その一番の苦労は何かと言うと、大学という学術環境で実務家を育てられるのか 実務家からの大変冷ややかな視線というのがあったということが言われて ます。その批判に応えるよう 形で、ラングデルうハーバード・ロースクールの初代のディーンが ろいろ工夫をして、ケース・メソッドを始め、そしてソクラテス・メソッドを取り入れることによって、実務を踏まえた理論教育をする 方法 生み出してき わけで 。それに加えて、一九六〇年代後半からはクリニカル・リーガル・エデュケーショ 臨床法学教育 いう新し 方法が活発になって 大学という 術環境の中で実務を教える方法 いうのが豊かに りつつあると思っています。それ 対して日本がどのよう 答を出すべきなのかということを考えております。　
それからもう一つ、法科大学院での教育に携わる中で常に念頭に置いていますのは、やはり従来法学部というのは理論教育を
中心にしていたわけですが、法科大学院 法律専門職を育てる ことで、技能 問題、それから職業倫理上の価値観の問というものが教育内容に加わるわけで 理論と技能と倫理という三つを かに一体 して教えるこ ができるかとい ことついて考えているわけです。　
今日、アメリカ、ドイツ、フランスについていろいろ えをいただき、更 これらの二つの私が念頭に置いている学術環境に











考えるべきではな かというところから出発 たのですが、今現在はそういうところを越えて、むしろ法律を学ぶ、或 は法学部へ行きたいという人が減って っ いるという、非常に深刻な状況に陥って ています。これ 公的部門は少なくとも明治以来、法学部卒、昔で言う法科卒が非常に重要な役割を果たしてき ということは間違 ないわけです。それが 法 部に行く人が減ってきている ことは、要するにそれは残念ながら法学部に来る人の質が下がってし うということに必然的に結び付いてしまう可能性があるわけですので、それはこ からの公的部門 在り方を考えた場合にやは 憂慮すべき だろうと思っております。ですので、公的部門の発展を考えた場合 別にその めの人材の供給先を法科大学院に限る必要はない、無理して法科大学院に進む必要は、私はあるとは思って ません むしろ法律系 教育機関で学んだ人がこれからも引き続 公的部門に適切な役割を果たしていくと うことを目指すべきだろうと私 思っています。　
ただ、そのためには何をすべきかという とでありまして、今日の他の三国のご報告なりご意見なりを聞かせていただきまし
た限りでは、やはり何らかの形で大学で学ぶ期間の間に実務に触れる機会 う はもっと在るべ だ 思います。つ り、公的機関というもの 対して、仕事の内容を知っ それに対して目 向け 機会とい が やはり法学部、そして法学研究科
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大学院、そして法科大学院、どのレベルでもやはり必要だろうということは間違いないだろうと思います。それが従来は不足していたということは、否めないのではないかなと思います。公的部門に対してこれからも優秀な人が関心を持って、公的部門に行くためには、やはりそこの辺りで 何らかの改革が必要だと思います。それは今日も宮川先生がおっしゃったように 法科大学院だけで考えるべき、或いは法学部だけ 考えるべき問題ではない 思います。おそ くは公共政策大学院、或いは学部、或いは法科 れぞれが知恵を出し合って、適切なプログラムを共同で利用していくような仕組み いうのが本来は在るべきではないのか 考えます。　
それと二番目には採用の在り方に関してですが、今日のところでは採用の在り方が、細かな違いはあれ、大まかなところは似
たようなところがあると思 ました。が 日本の場合には 法科大学院 司法試験に受かっても、そのままでは採用されるわけではない。わざわざまた別に公務員試験を受けなけ ばいけないというハードルがあるわけです。結局のところは何のためにそういう試験をし ければいけな のかということに関わってくるわ すが、筆記試験を課 よりは、その職への適性を見るためのテストの在り方というのはもっ 他の形でい のではないかなと う気持ちも持っています。それから、試験があるとどうしてもそのためだけに勉強することに ります。法科大学院ができた一つのきっかけというのは、予備校 同じような金太郎飴的な解答しかつくらない 学生をつくり出し る へ 反省がありました。それ どう ったの とい いろいろ議論があるところですが、法 部 場合に 、以前と全く同じ、現状は変わっていないわけ すね。皆さん予備校に行って公務員試験のた を勉強を るというのが普通のパターンなわけですね 果 してそれ ということです。採用の在り方を考えた場合、 う少しそ ことも含めて考えるべきではな かな 思います。　
一番大事なことは、やはりそれぞれの教育機関において、一生懸命勉強すれば、それ 十分に評価される仕組みというのが在




ているというような話がございました。そういうことに対応するために、一つは、例えば法曹自身が、法律の専門家に留まらずに、法律知識だけでは く、そう う専門的な知識も持つべきだ、或いは少なくとも専門知を理解できるリテラシーを備えるべきだというような考え方も、一方ではもちろんあるわけです。ただそういうふうにすると 一方で、従来は結局アメリカもフランスも、それからドイツも日本も、法律知識を持っている人は、特殊法律技術的な能力を要する職を除けば、ジェネラリストとして活躍してきたと ことはおそら 共通だったと思うのですが それとの矛盾のよ ものが出てくるわけ すね。そういうところで、専門的な知識を持っている人との協働というのがやはり今後方向性としては考えられ べきかなと思うところであります。同時に そのような協働において、法学的思考方法がどのよ に有効かという問題にも取り組んでいく必要がありましょう。　
以上のように、今日は勉強させていただきまして、我々の科研チームにとりましても、非常に良い機会になったと思います。
　
皆さん本当にありがとうございました。心よりお礼申し上げます。 」
佐藤
　「それでは、これで、一〇時から始まりました国際シンポジウムを終了させていただきます。 」
